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－創立 100 周年に向けた「未来創造スタート年」の取り組み－ 



Ⅰ．学校法人の概要 
 

１．建学の精神 

「質実剛健・積極進取・中正堅実」 

 

２．将来構想 

学園の理念 

○使命（ミッション） 

「私たちは、建学の精神のもと、時代と社会の課題や使命を地球的視野から深く自覚すると共に、真

理を希求する姿勢を持ち続け、自律の精神と共生の視点から主体的に新たな価値を創造する人材を育

成し、未来社会の発展と安定に寄与します。」 

 

○100 周年に向けた将来像（ビジョン） 

「海により開かれ、世界との接点となった横浜に生まれた本学園は、多様な価値観の共存する時代に、

人の交流と文化の融和、知識と実践の循環、教育と研究の融合による 21 世紀における「真の実学」

を実現し、地域社会そして地球規模の課題を解決する、世界を惹きつけ、世界に発信する学園を目指

します。」 

 

学園の基本方針 

＜教育方針＞  

幅広い教養と人間形成を基礎にした「真の実学」を追求します。 

＜人材輩出方針＞  

自ら成長し、他者と協力しながら社会で生き生きと活躍できる人材を育成します。 

＜入学生受入方針＞  

学園の理念に共感し、学び、成長する意欲の高い人材を受け入れます。 

＜研究活動方針＞ 

未来社会の発展と安定に貢献する研究を推進し、研究成果を教育に活かします。 

＜社会貢献活動方針＞ 

学園の資源を活用し、地域・日本・世界に貢献します。 

 

 

経営の方針 

建学の精神、使命（ミッション）に基づき将来像（ビジョン）を実現します。 

■ 社会の変化に対応し、総合性を生かした学園資源の選択と集中を行います。 

■ 教学の主体性を尊重し、法人のガバナンスを強化します。 

■ 組織の強化を目指すマネジメントを推進します。 

■ 財源の多元化を推進し、将来に向け安定的な経営基盤を確立します。 
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３．神奈川大学のあゆみ（沿  革）  

1928（昭和 3）年 
米田吉盛が横浜市中区に夜間部だけの「横浜学院」を創設。 

横浜市中区（現西区）西戸部町富士塚（境之谷）に移転。 

1929（昭和 4）年 専門学校令により、「横浜専門学校」に改める。地区試験実施。 

1930（昭和 5）年 横浜市神奈川区六角橋に移転（5 月 15 日・創立記念日）。 

1933（昭和 8）年 給費生制度創設。 

1949（昭和 24）年 
学制改革により「神奈川大学」へ移行。 

商経学部、工学部、第二商経学部を置く。 

1950（昭和 25）年 商経学部、第二商経学部をそれぞれ法経学部、第二法経学部に改める。 

1965（昭和 40）年 外国語学部を新設。法経学部を法学部、経済学部に、第二法経学部を第二法学部、第二経済学部に改組。 

1967（昭和 42）年 大学院法学研究科修士・博士課程、経済学研究科修士・博士課程、工学研究科修士課程設置。 

1985（昭和 60）年 神奈川大学附属中学校・高等学校開校、中山キャンパス開設。 

1988（昭和 63）年 外国語学部に中国語学科増設。 

1989（平成元）年 平塚キャンパス開設。経営学部（国際経営学科）、理学部（情報科学科・化学科・応用生物科学科）新設。 

1990（平成 2）年 大学院工学研究科博士課程設置。 

1991（平成 3）年 大学院工学研究科（経営工学専攻）修士課程増設。 

1992（平成 4）年 大学院外国語学研究科修士課程設置。 

1993（平成 5）年 
大学院経営学研究科修士課程、理学研究科修士課程、歴史民俗資料学研究科修士課程設置。大学院工学

研究科(経営工学専攻)博士後期課程増設。 

1994（平成 6）年 工学部工業経営学科を経営工学科に名称変更。 

1995（平成 7）年 
法学部に自治行政学科増設。 

大学院経営学研究科、外国語学研究科、理学研究科、歴史民俗資料学研究科に博士後期課程増設。 

1998（平成 10）年 創立 70 周年を機に横浜キャンパス再開発事業開始。（2002 年再開発事業完了。） 

2001（平成 13）年 
理学部応用生物科学科を生物科学科、工学部電気工学科を電気電子情報工学科に名称変更。 

平塚キャンパスを湘南ひらつかキャンパスに名称変更。 

2002（平成 14）年 神奈川大学短期大学部、同専攻科廃止。 

2004（平成 16）年 大学院法務研究科設置。みなとみらいエクステンションセンター（KU ポートスクエア）新設。 

2006（平成 18）年 

人間科学部（人間科学科）新設。外国語学部に国際文化交流学科、理学部に総合理学プログラム増設。 

経済学部貿易学科を現代ビジネス学科、工学部電気電子情報工学科を電子情報フロンティア学科、工学部

応用化学科を物質生命化学科、工学部経営工学科を情報システム創成学科に名称変更。 

2008（平成 20）年 創立 80 周年。「学校法人神奈川大学将来構想」公表。 

2009（平成 21）年 大学院人間科学研究科設置。 

2010（平成 22）年 米田吉盛教育奨学金開始。「学校法人神奈川大学将来構想中期実行計画 2010-2015」策定。 

2011（平成 23）年 外国語学研究科英語英文学専攻を欧米言語文化専攻に改編。 

2012（平成 24）年 
理学部に数理・物理学科、工学部に経営工学科、総合工学プログラム増設、電子情報フロンティア学科を電

気電子情報工学科に名称変更。 

2013（平成 25）年 創立 85 周年。「学校法人神奈川大学将来構想改訂中期実行計画 2013-2015」策定。 

2016（平成 28）年 大学院理学研究科情報科学専攻、化学専攻、生物科学専攻を理学専攻に改編。 

2017（平成 29）年 

 

みなとみらいキャンパス開設決定。 

2018（平成 30）年 「将来構想実行計画（2018-2028）」、及び「中長期財政計画（2018-2028）」策定。 

2020（令和 2）年 「中期計画（2020-2024）」策定。 
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４．学校・学部・学科等の構成                   （2019年 4月 1日現在） 

 

※学生募集停止中の研究科（専攻）、学部（学科）等を除く 

法学研究所

経済貿易研究所

附属学校
附属中学校

人文学研究所

言語研究センター
付属機関

心理相談センター

総合理学研究所

工学研究所

非文字資料研究センター
日本常民文化研究所

国際常民文化研究機構

アジア研究センター

附属高等学校

大学 学部 理学部

生物科学科

国際経営研究所

機械工学科

電気電子情報工学科

物質生命化学科
工学部

情報システム創成学科

経営工学科

建築学科

総合工学プログラム

図書館

総合理学プログラム

中国語学科

国際文化交流学科

人間科学部 人間科学科

数理・物理学科

情報科学科

化学科

現代ビジネス学科

経営学部 国際経営学科

英語英文学科

スペイン語学科
外国語学部

法律学科
法学部

自治行政学科

経済学科
経済学部

工学専攻

建築学専攻

歴史民俗資料学研究科 歴史民俗資料学専攻

工学研究科

大学院 研究科 理学研究科 理学専攻

国際経営専攻

欧米言語文化専攻

外国語学研究科
中国言語文化専攻

人間科学研究科 人間科学専攻

法学研究科 法律学専攻

経済学研究科 経済学専攻

経営学研究科
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５．入学定員・収容定員・入学者数・学生生徒数 
（2019年 5月 1日現在） 

【大学】  （単位：名）

キャンパス 学    部 学科 入学定員 入学者数 収容定員 学生数 

横

浜

キ

ャ

ン

パ
ス

法   

法律 400 364 1,600 1,701 

自治行政 200 186 800 843 

計 600 550 2,400 2,544 

経  済 

経済 750 645 3,000 3,121 

現代ビジネス 350 318 1,400 1,484 

計 1,100 963 4,400 4,605 

外 国 語 

英語英文 200 186 800 835 

スペイン語 90 86 360 375 

中国語 60 60 240 244 

国際文化交流 100 98 400 441 

計 450 430 1,800 1,895 

人 間 科 人間科 300 277 1,200 1,230 

工    

機械工 165 121 660 665 

電気電子情報工 165 139 660 614 

物質生命化 165 125 660 574 

情報システム創成 120 93 480 424 

経営工 90 87 360 357 

建築 145 128 580 587 

総合工学プログラム 80 177 

計 850 773 3,400 3,398 

横浜キャンパス合計 3,300 2,993 13,200 13,672 

湘
南
ひ
ら
つ
か
キ
ャ
ン
パ
ス

経  営  国際経営 530 439 2,120 2,147 

理    

数理・物理 70 53 280 241 

情報科 110 87 440 387 

化 110 75 440 402 

生物科 110 77 440 389 

総合理学プログラム 38 101 

計 400 330 1,600 1,520 

湘南ひらつかキャンパス合計 930 769 3,720 3,667 

大学合計 4,230 3,762 16,920 17,339 

＊名称変更した学科は新学科名で記載
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【大学院】                                             （単位：名） 

法　学 法律学 20 3 40 10 3 0 9 1

経済学 経済学 30 2 60 5 4 1 12 1

欧米言語文化 10 1 20 6 3 0 9 3

中国言語文化 5 6 10 13 2 3 6 9

計 15 7 30 19 5 3 15 12

人間科学 人間科学 12 10 24 19 4 2 12 3

工学 120 70 120 70 11 5 11 5

機械工学 ‐ ‐ 45 17 ‐ ‐ 12 3

電気電子情報工学 ‐ ‐ 45 12 ‐ ‐ 12 1

応用化学 ‐ ‐ 45 25 ‐ ‐ 12 9

経営工学 ‐ ‐ 20 7 ‐ ‐ 12 1

建築学 30 20 70 48 3 3 15 6

計 150 90 345 179 14 8 74 25

歴史民俗
資料学

歴史民俗資料学 20 20 40 40 3 8 9 42

247 132 539 272 33 22 131 84

経営学 国際経営 10 8 20 15 3 0 9 1

理　学 理学 59 15 118 47 3 4 9 14

69 23 138 62 6 4 18 15

316 155 677 334 39 26 149 99

※工学研究科は、2019年度より工学専攻（7領域）及び建築学専攻の2専攻に改組

研究科 専攻 入学
者数

入学
者数

博士後期課程博士前期課程

入学
定員

収容
定員

学生
数

入学
定員

収容
定員

学生
数

大学院合計

外国語学

横浜キャンパス合計

横
浜
キ
ャ
ン
パ
ス

湘
南
ひ
ら
つ
か

キ
ャ
ン
パ
ス

工　学※

湘南ひらつかキャンパス合計

キャンパス

 

 

 

 

【附属学校】                   （単位：名） 

中山キャンパス 入学定員 入学者数 収容定員 生徒数 

附 属 中 学 校 200  218 600  655 

附 属 高等学校 200  224 600  650 

附属学校合計 400  442 1,200  1,305 
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６．役  員                                 （2020年 3月 31日現在） 

 

役員 【定数】理事：11人以上 15人以内、監事：3人 

役職名 氏名 就任年月日 常勤・非常勤 主な現職 

理事長 牧内 良平 2014 年 9月 23日 常勤 学校法人神奈川大学 

学長・理事 兼子 良夫 2016 年 4月 1 日 常勤 神奈川大学 経済学部教授 

常務理事 
小林 孝吉 2015 年 4月 1 日 

 

常勤 学校法人神奈川大学 

日野 晶也 

 

2017 年 4月 27日 常勤 神奈川大学 理学部教授 

事務局長・理事 明比 卓 

 

2019 年 10 月 1日 

 

常勤 学校法人神奈川大学 

理事 

林 憲玉 

 

2017 年 4月 27日 

 

常勤 神奈川大学 工学部長 

上村 大輔 

 

2019 年 5月 28日 

 

常勤 神奈川大学 特別招聘教授 

大西 勝也 

 

2017 年 9月 23日 

 

常勤 神奈川大学 人間科学部教授 

菊池 久 

 

2018 年 5月 29日 

 

常勤 神奈川大学附属中・高等学校 学校長 

坂本 郁夫 

 

2017 年 9月 23日 

 

非常勤 パラマウントベッド株式会社 常務取締役 

佐藤 裕美 

 

2019 年 5月 28日 

 

常勤 神奈川大学 外国語学部長 

橋本 正俊 

 

2014 年 9月 23日 

 

非常勤 元 神奈川県信用保証協会 会長 

早川 正人 

 

2017 年 9月 23日 

 

非常勤 ケイ・アイ化成株式会社 代表取締役社長 

三浦 大介 2017 年 9月 23日 常勤 神奈川大学 法学部教授 

吉井 蒼生夫 

 

2018 年 5月 29日 

 

非常勤 神奈川大学 名誉教授 

常任監事 西森 義博 

 

2014 年 9月 23日 

 

常勤 学校法人神奈川大学 

 監事 
三縄 昭男 

 

2011 年 9月 23日 

 

非常勤 三縄昭男公認会計士事務所 所長 

 若原 文安  

 

2017 年 9月 23日 

 

非常勤 若原文安公認会計士事務所 所長 

  

評議員 【定数】42人 
氏名 就任年月日 主な現職 氏名 就任年月日 主な現職 

公文 孝佳 2017年 4月 1日 神奈川大学 法学部長 久保 清治 2014年 9月 23日 神奈川大学宮陵会 会長 

戸田 龍介 2017年 4月 1日 神奈川大学 経済学部長 坂本 郁夫 2011年 9月 23日 パラマウントベッド株式会社 常務取締役 

大橋 哲 2017年 4月 1日 神奈川大学 経営学部長 
佐藤 正浩 2017年 9月 23日 

クリエートメディック株式会社 

代表取締役社長 佐藤 裕美 2019年 4月 1日 神奈川大学 外国語学部長 

瀬戸 正弘 2017年 4月 1日 神奈川大学 人間科学部長 春原 正三郎 2008年 9月 23日 元 共和証券株式会社 取締役管理部長 

山口 和夫 2017年 4月 1日 神奈川大学 理学部長 
中内 重郎 2005年 9月 23日 

株式会社 IMAGICA GROUP 

社外取締役 監査等委員 林 憲玉 2014年 4月 1日 神奈川大学 工学部長 

菊池 久 2018年 4月 1日 神奈川大学附属中・高等学校 学校長 中野 健一 2011年 9月 23日 元 株式会社横浜銀行 業務渉外担当部長 

三浦 大介 2017年 9月 23日 神奈川大学 法学部教授 西脇 幸二 2017年 9月 23日 神奈川大学後援会 会長 

齊藤 実 2016年 5月 26日 神奈川大学 経済学部教授 橋本 正俊 2008年 9月 23日 元 神奈川県信用保証協会 会長 

榎本 誠 2014年 9月 23日 神奈川大学 経営学部教授 早川 正人 2017年 9月 23日 ケイ・アイ化成株式会社 代表取締役社長 

坪井 雅史 2019年 5月 28日 神奈川大学 外国語学部教授 藤原 剛 2014年 9月 23日 元 アマノ株式会社 常勤監査役 

大西 勝也 2017年 4月 27日 神奈川大学 人間科学部教授 間中 晟 2017年 9月 23日 元 財団法人藤沢市芸術文化振興財団 理事長 

日野 晶也 2017年 4月 27日 神奈川大学 理学部教授 上村 大輔 2017年 9月 23日 神奈川大学 特別招聘教授 

岡本 専太郎 2017年 9月 23日 神奈川大学 工学部教授 大場 茂美 2014年 9月 23日 横浜市社会福祉協議会 会長 

辻 久惠 2017年 9月 23日 神奈川大学附属中・高等学校 附属学校教諭 大林 弘道 2017年 9月 23日 神奈川大学 名誉教授 

武井 正善 2017年 9月 23日 学校法人神奈川大学 入試センター事務部次長 狩野 七郎 2002年 9月 23日 狩野税務会計事務所 所長/税理士 

手戸 俊彰 2017年 9月 23日 学校法人神奈川大学 人事部長 齋藤 勁 2005年 9月 23日 元 衆議院議員/元 内閣官房副長官 

花嶋 とみ子 2019年 12月 12日 学校法人神奈川大学 理事長付審議役 水地 啓子 2019年 5月 28日 森法律事務所 弁護士 

原中 和繁 2011年 4月 26日 
学校法人神奈川大学  

キャンパス計画推進室新総合計画担当部長 
三澤 憲一 2014年 9月 23日 

神奈川中央交通株式会社 

代表取締役会長 執行役員 

石渡 卓 2014年 9月 23日 湘南信用金庫 理事長 水田 秀子 2014年 9月 23日 公益財団法人かながわ国際交流財団 専務理事 

鍵和田 政美 2011年 9月 23日 元 平塚市 副市長 吉井 蒼生夫 2018年 5月 29日 神奈川大学 名誉教授 

 

6



専任教員 非常勤講師 合計

中学校 36 10 46

高等学校 30 11 41

合計 66 21 87

専任職員 嘱託職員 契約職員 合計

大学 306 13 41 360

附属学校 4 2 2 8

合計 310 15 43 368

教授 准教授 助教 助手 合計

法学部 25 15 1 41 61 102

経済学部 29 19 4 52 81 133

経営学部 27 19 4 50 153 203

外国語学部 44 25 10 79 268 347

人間科学部 22 11 2 35 138 173

理学部 41 10 9 3 63 100 163

工学部 64 24 46 8 142 135 277

研究科 48 48

その他 31 31

合計 252 123 76 11 462 1,015 1,477

専任教員 非常勤

講師
合計

７．教職員数・平均年齢                           （2019年 5月 1日現在） 

教育職員 

  【大学・大学院】                        （単位：名）  

 

 

  

 

 

  

  

 

 

 

 

 

平均年齢 51.3歳（専任教員） 

 

 

  【附属学校】              （単位：名） 

 

 

 

 

 

平均年齢 44.0歳（専任教員） 

 

 

事務職員 
                        （単位：名） 

 

 

 

 

 

平均年齢 41.8歳（専任・嘱託・契約職員） 
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８．事務局組織                              （2019年 4月 1日現在） 

　平塚図書課

　附属学校事務室

　入試センター

　総合サービス課

　図書館 　資料サービス課

　教育支援センター

　スポーツ戦略室

　保健管理事務室

　平塚事務部 　庶務課

　平塚学生課

　国際課

　国際センター

　平塚国際課

　就職支援部

　平塚就職課

　学生課

　学生生活支援部

　教務技術支援課

　平塚教務課

　就職課

　学長室 　高大連携推進室

　教務課

　教務部 　資格教育課程課

　理 事 会 　事 務 局 　研究支援部 　産官学連携推進課

　評 議 員 会 　平塚研究支援課

　情報システム推進部

　情報システム課

　監 事 　研究支援課

　広報課

　広報部

　広報事業課

　メディア教育課

　施設部 　施設課

　財務部 　財務課

　管財部 　管財課

　キャンパス計画推進室

　法務文書課

　総務部

　募金課

　校友課

　秘書室

　人事部 　人事課

　総務課 　地域連携推進室

　内部監査室

　大学資料編纂室

　経営政策課

　経営政策部

　IR推進課
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Ⅱ．2019(令和元)年度重点事業の概要 

創立 80 周年を機に策定した「学校法人神奈川大学将来構想（以下、将来構想）」を実現するため、

2018年に策定した「将来構想実行計画（2018-2028）」に基づき、各事業を推進しました。 

 

○ 将来構想実行計画の推進 

将来構想実行計画（2018-2028）で掲げた、みなとみらいキャンパス計画及びキャンパス新総合

計画の推進、国際日本学部の開設と教育組織の新機軸の検討を進めるとともに、大学、附属学校、

基盤整備における 2024年度までの中期計画（2020-2024）を策定しました。 

 

○ 国際日本学部の設置と魅力的な教育組織の構築 

2020年 4月の国際日本学部開設に向け、本学ホームページや新聞、進学情報誌等による告知を行

い、広く学部設立の意義等の発信に努めました。初年度の総志願者は、入学定員の 16.3 倍となる

4,882名となりました。 

また、創立 100周年を見据え、社会の変化を見据えた教育組織の構築に向けて、建築学部（設置

構想中）の新設をはじめ、理学部の横浜キャンパス移転を見据えた理工系教育組織の在り方や、経

営学部のみなとみらいキャンパスへの移転を契機とする人文社会科学系教育組織の在り方につい

て、検討を進めるための体制を構築し、検討を開始しました。 

 

○ みなとみらいキャンパス計画とキャンパス新総合計画の推進 

みなとみらいキャンパス計画については、一部新型コロナウイルスによる影響を受けていますが、

2020年秋の竣工に向けた新築工事が進んでいます。また、建物の維持、管理をはじめとするインフ

ラ構築及び運用面に関しても、2021年 4月の開設に向け、並行して検討を進めています。 

キャンパス新総合計画では、2019 年 7 月に新国際学生寮が竣工し、2020 年 3 月には中山キャン

パス 400ｍトラック整備の第 1 期工事が完成しました。さらに、図書館の改修、理学部施設移転に

伴う教育施設の整備、体育・スポーツ施設の整備について検討を進めました。また、みなとみらい

キャンパス計画、キャンパス新総合計画、教育組織の新機軸の検討等に伴う施設整備計画をキャン

パス新総合計画グランドデザインとして取りまとめるため、検討を進めました。 

 

○ SDGs への取り組み 

2019 年 4 月に「SDGs への神奈川大学のコミットメント」を策定し、持続可能なグローバル目標

である SDGs の達成に向けた研究・教育を推進するとともに、学生による社会貢献への取り組み、

各種イベントを開催しました。 

持続可能な地域社会の構築に寄与するため、神奈川県や横浜市等と包括連携協定を締結しました。

神奈川県との連携として、県の「かながわ SDGs パートナー」に登録するとともに、観光分野のダ

イバーシティ事業としてシンポジウムを開催しました。横浜市との連携としては、横浜市が設立し

た SDGsデザインセンターと連携し、啓発環境の整備を行いました。 

 

○ 将来構想を推進するための財政基盤の強化 

将来構想実行計画（2018-2028）の重点事業に掲げた諸施策を推進するための財政基盤の強化に

ついては、2018 年度に策定した中長期財政計画（2018-2028）の進捗状況を確認するとともに諸課

題の検討に着手しました。 
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１．大  学 

2019年度の最重点事業を以下の 2点とし、神奈川大学の学士課程教育に関する基本方針（3つのポ

リシー）に基づき、「知の拠点」にふさわしい教育組織や教育研究環境の構築を推進します。そのた

めに、教学ガバナンスを強化し、国際化とダイバーシティの推進を基軸に据え、(１)から(３)に掲げ

る教育研究体制の整備を進めました。 

 

◎国際日本学部の設置と魅力的な教育組織の構築 

国際日本学部は、2019 年 4 月に設置届出を行い、2020 年 4 月の学生受け入れに向けて本学ホー

ムページや新聞、進学情報誌等による告知を行いました。2019 年 10 月に開催した国際日本学部開

設記念講演会では、国際連合大学学長を招き、広く国際日本学部の開設を周知するとともに、高校

生に向けて学部の教育理念につながる「国際人に求められること」を伝える機会としました。初年

度の総志願者数は、入学定員の 16.3倍となる 4,882名となりました。 

また、社会の変化を見据えた教育組織の構築に向けて、建築学部（設置構想中）の新設をはじめ、

理学部の横浜キャンパス移転を見据えた理工系教育組織の在り方や、経営学部のみなとみらいキャ

ンパスへの移転を契機とする人文社会科学系教育組織の在り方について検討を進めるための体制を

構築し、検討を開始しました。さらに、教学改革委員会における大学院収容定員検討に係る答申を

受け、大学院改革を推進することとしました。 

 

◎みなとみらいキャンパス計画の推進と教育研究環境の向上 

みなとみらいキャンパスの開設と経営学部・外国語学部・国際日本学部の移転に向けて、みなと

みらいキャンパス開設準備委員会を発足させ、設備整備や開設後の運用に関する様々な検討を進め

ました。また、理学部の横浜キャンパス移転に向けた法学部の個人研究室及び研究施設の 17号館か

ら 24号館への移転や、中山キャンパスを中心とする体育・スポーツ施設の整備、教育と研究の交流

を促し、社会に開かれた知的空間としての図書館の機能強化に向けた横浜図書館改修計画の検討を

進め、教育研究環境の向上を目指したキャンパス整備計画を推進しました。また、地域社会との連

携の拠点となる社会連携センターの開設に向けた検討を進めるとともに、神奈川県や神奈川県中小

企業家同友会等との包括協定締結に続き、2020年 2月に横浜市と包括連携協定を締結し、双方の資

源を活かした連携事業に取り組みました。 

 

（１）教育の質の向上と多様な教育の展開    

                   〔予算 3億 2,337万円、 執行 3億 3,138万円〕 

4月に発足した共通教養教育センターを中心に、高大接続の要となる初年次導入教育に力を入れ、

教養教育と専門教育との有機的連携に基づく、教養教育への全学的な取り組みを推進しました。ま

た、全学的な教育・研究の課題に対応する教員組織及び任用制度とともに、その所属組織である全

学組織の設置に向けて検討を進めることを中期計画に定めました。 

外国語学部では、2020 年 4 月に向けたカリキュラム改革として、英語英文学科においては、全

ての授業を英語で行い海外留学を必須とする「Global English Communication(GEC)プログラム」を

新たに設けるとともに、スペイン語学科及び中国語学科においても留学プログラムを強化しました。 

さらに、人間科学部においては、心理発達コース志願者のニーズに対応するため、公認心理師対

応の教育課程導入を決定しました。 

また、学生の課内・課外活動を支援し、良識ある市民の育成と社会性の涵養に力を入れ、多様な

人々が交流し人間的な成長を促しあう大学コミュニティの醸成に努めるとともに、神奈川大学ダイ

注）各項目に付した記号については 19ページを参照 
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バーシティ宣言に基づき、全構成員へのパンフレット配布等の啓発活動と情報発信に取り組みまし

た。 

さらに、2021 年度に予定している認証評価受審に向けて、自己点検・評価活動を活性化させる

とともに、内部質保証の体制整備や学修成果の可視化に向けた取り組みを進めました。 

 

（２）特色ある研究と教育の推進                

〔予算 2億 1,390万円、 執行 8,039万円〕 

SDGs を実現する教育研究に取り組み、世界水準の高等教育機関にふさわしい教育研究環境の整

備と、その実現に必要な体制を強化し、企業等とのマッチングや外部資金獲得等を進めました。 

「海とみなと」の地理的・歴史的条件を共有する国内外の大学間ネットワークの構築、それぞれ

の大学の個性と多様性を活かした特色ある研究・教育プログラムの開発、単位互換等の交流に向け

た協議を進めるとともに、こうした取り組みを大学のブランディングに活かす「海とみなと研究所」

の設立準備を進めました。また、上海交流センターに続く海外活動拠点の設置に向けた協議を進め

ました。 

国内外の学生たちが共に暮らし、活発な交流の中から国際感覚を育む新しいタイプの国際学生寮

「栗田谷アカデメイア」が 2019年 7月に完成し、9月から交換留学生の受け入れを始め、2020年 4

月の本格オープンに向けた準備を進めました。また、日本語・日本文化プログラムのほか、外国語

による授業科目の拡充や国内外で国際性を身に付ける多様な教育プログラムの開発、留学生の日本

語教育の強化等に取り組み、学生の意欲や能力を高める教育を進めました。さらに、国内外の学生

が共に主体的・能動的に取り組み、多様で多彩な文化に触れられる「インターナショナルウィーク」

（湘南ひらつかキャンパス「インドシナ・デイズ」）を開催しました。 

国際的な研究交流の推進と学部・研究科の教育研究活動の進展を目的として、「神奈川大学海外

招聘研究員規程」を制定し、2020年度からの受け入れに向けた準備を進めました。また、本学の世

界水準の学術研究を広く世界に発信するための英語版広報誌「PROUD BLUE」の活用や、学長のメッ

セージを積極的に外部に発信することを目的に公式ホームページ内に特設サイトを設ける等、教学

の広報を強化しました。 

 

（３）キャリア形成と学生支援の強化          

                       〔予算 8億 2,796万円、 執行 7億 3,353万円〕 

学生一人一人の資質や能力、希望に応じた就職支援等の実現に取り組み、宮陵会をはじめとする

OB・OGとの連携を強化するとともに、新たに協定を締結した宮城県、富山県を含め、26府県 1政令

指定都市との U・Iターン協定に基づき、各地域で行われる就職説明会やインターンシップの情報提

供、学内での就職セミナー、企業説明会等を連携して行いました。また、包括的連携協定を締結し

た山形大学と、インターンシップや合同企業説明会等の相互開放を行いました。 

2020 年度から実施される高等教育の修学支援新制度に伴い、奨学金制度の全般的な見直しを行

い、給費生制度や予約型奨学金制度の充実を図るとともに、各種奨学金等の充実に向けた整備を行

いました。また、様々な配慮を求める学生の要望に的確に対応するサポート体制の確立に向け、教

育支援センターに「何でも相談コーナー」を設け、ワンストップで学生に対応できる体制を整備し

ました。さらに、みなとみらいキャンパス開設に向けた課外活動団体の施設整備を進めるとともに、

スポーツ重点強化部への支援を一層強化しました。 

注）各項目に付した記号については 19ページを参照 
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○ 神奈川大学の学士課程教育に関する基本方針（3 つのポリシー） 

 

本学は、建学の精神や理念に基づき、教育研究上の目的を定め、それを具体化するための「神奈川

大学の学士課程教育に関する基本方針（3つのポリシー）」を策定しています。 

 

・ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針） 

本学の学生は、本学の真の実学を重視する伝統を踏まえ、自ら成長し、かつ他者と協力しながら

社会で生き生きと活躍できる人材となることが求められます。 

そのために、幅広い教養と、新しい時代に必要とされる専門的かつ体系的な知識、また、それに

裏打ちされた技能を修得し、さらに地球的視野をもって考え、語り合うとともに、他者との協働を

追求し、問題解決に向けて実践できる能力を備えたと認められる学生に、学位を授与します。 

 

  ・カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

本学は、4年間の学士課程において、全学の学生一人一人に共通して修得が求められる学士とし

て持つべき力の実現のため、全学共通の基礎教育と各学部・学科の導入教育とを有機的に連関させ

ることにより、必要かつ十分な基礎的学力を修得させます。 

また、各学部・学科では、その培われた基礎的学力を発展させる多様かつ高度な体系的専門教育

課程を編成することにより、真の実学を具現します。 

教育課程の実施に当たっては、「ゼミ・卒研の神大」の伝統を生かす少人数教育と双方向型授業

をより充実させるとともに、学生の学習時間を確保し、また、成績評価を厳格化することによって

単位制度の実質化をはかります。 

 

  ・アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針） 

真の実学を重視する本学の教育理念に共感し、明確な目的意識とともに、学びや成長への強い意

欲に溢れ、また、大学教育を受けるに足る、十分な学力を有する 多様な学生を受け入れます。  

この目的を実現するため、入試制度の多様化と選抜方法の改善を図るとともに、初年次教育の充

実や高大連携を積極的に推進します。 

 

 

また、この大学の方針を受け、全学部・学科、研究科・専攻の方針を策定し、下記の本学ホームペー

ジ上に各学部・学科、研究科・専攻の教育研究上の目的、教育目標及び 3つのポリシーを記載してい

ます。 

 

https://www.kanagawa-u.ac.jp/disclosure/education/policy/index.html 
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 ２．附属学校 

 

◎ 常に学び続け、社会的に評価される教育の実践             

「真剣な学習をしよう・健康な心と身体をつくろう・信愛の心をもとう」の校訓の下、授業、ス

ポーツ、芸術等様々な文化的活動を通して学びの姿勢を身に付け、たくましく現在を生きる人を育

てることに努めました。高大接続改革への対応、グローバル教育、ICT 教育の更なる推進により、

バランスの取れた学習を実践し、社会に要請される人を輩出します。 

 

◎ 地域で一番の中高一貫共学校 

男女共修の立場で、カリキュラム上共に学び合い教え合う学習環境から、自由と個性と多様性を

尊重し、他者の様々な考えを理解する思いやりの心と優しさの精神を兼ね備えた自立する人材育成

に努めました。併せて、今後も大学進学の先を見据えたバランスの取れた人材を輩出するため、キャ

リア教育の充実を図っていきます。 

 

（１）「主体的に考え、判断し、行動できる人」の育成     

〔予算 3,244万円、 執行 3,236万円〕 

学習を通して自己肯定感を持たせ、自分の将来を描ける子どもたちを育てることに重点を置き、

教師一人一人が授業デザインを見直し、主体的・対話的で深い学びが展開できる授業を行いました。 

具体的には、中学 2 年生から高校 2 年生まで一人一台タブレット PC を必携としており、

LMS(Learning Management System)を使い、授業で使用する教材、振り返り小テスト、学習課題を配

信し、生徒は毎日の学習記録を付けます。このように、学校全体で ICT 教育を推進することで充実

した授業を展開し、生徒の学習管理能力を身に付けさせることにより、新型コロナウイルスの影響

による臨時休校期間においても、十分な対応が実施できました。 

グローバル教育の取り組みとしては、異文化理解と共生の理解を重視し、英国語学研修、英語キャ 

ンプ（Breakthrough English Camp :BEC）等を通して、豊かな教養を育み、グローバル人材の育成 

に向けた取り組みを実施しました。また、英国・イタリア研修、ベトナム・カンボジア研修につい

ても計画していましたが、新型コロナウイルスの影響等により 2019 年度は中止としました。 

 

（２）確かな学力に基づく進路指導の充実 

 

2020 年度からの大学入試制度改革、英語外部検定試験への対応を念頭に、教科指導方法の向上

と併せ、GTEC（スコア型英語 4 技能検定）を中学 1 年生から高校 2 年生までを対象として実施しま

した。また、高校 1 年生では、タブレット PC を使って海外とのオンライン英会話を実施し、

e-learning(College Pathway)と合わせて英語学習の充実を図りました。それらの学習を通じて高い

英語のスキルとバランスの取れた全教科の成績が認められた生徒を対象として、2018年度より導入

した海外協定大学推薦制度（UPAA）を活用し、英米の大学合計 10校に合格者を輩出しました。 

2019年度より OB・OGによるティーチングアシスタント制度を導入し、生徒の進学意識を高める

とともに、教員とは異なる生徒に近い視点での学習支援を実施しました。 

今後は、新学習指導要領等を踏まえ、大学進学の先を見据えたキャリア教育の充実についてさら

に検討を進めます。 

また、神奈川大学との高大連携については、研究室の訪問、大学教員による授業の体験、宇宙エ

レベーターロボット事業をはじめとする高大連携プログラム等、生徒の視野を広げる取り組みを継
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続的に強化しました。一例として、中学 3 年生から高校 2 年生までを対象とし、大学の教授による

DNA（遺伝子）組み換え学習を行い、研究者としてふさわしい倫理観を学ぶ機会を設けました。今後

も大学進学の先を見据えたキャリア教育の充実を図っていきます。 

 

 

（３）創造性と豊かな人間性の涵養 

 

豊かな人間性を涵養する場として学級活動、生徒会活動、部活動への取り組みを充実させるとと

もに創造性豊かな教育を施すことを目標とし、同時に ICT に係わるスキルを素養としてグローバル

な視点で探求活動に取り組み、リベラルアーツとして教養を育むこと、STEAM 教育を重視し、理科

教育とアートの融合を図ること、科学への関心を高めることに努めました。 

一例として、2019年度は第 22回全国中学高校 WEBコンテスト(旧 THINKQUEST JAPAN)において日

本語と英語版を作成して金賞を受賞し、22年連続の受賞となりました。 

本校では常に高い次元の学びへとつながる創造性豊かな教育を目標としており、この学びと併せ

て個性・多様性を尊重し、他者の様々な考えを理解する思いやりの心と優しさの精神を兼ね備えた

自立する人物の育成に努めました。 
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３．基盤整備 

◎将来構想を推進するための経営基盤の強化

将来構想実行計画（2018-2028）に基づき、2019年度は、みなとみらいキャンパス計画及びキャ

ンパス新総合計画を推進するとともに、学長のリーダーシップの下で検討を進めてきた国際日本学

部の開設が認可されました。さらに、これらの計画を支える財政基盤として中長期財政計画

（2018-2028）における諸課題の検討に着手し、安定的な経営基盤の強化に向けた対応を行いました。 

(１) 財政基盤の強化

ア 中長期財政計画の推進

みなとみらいキャンパス計画及びキャンパス新総合計画に基づく施設整備計画、教育組織の新機

軸の検討等の各計画を踏まえ、中長期財政計画（2018-2028）の諸施策である教育組織の新機軸の

検討に対応した予算編成の実施、学費改定等の検討に着手し、財政基盤の強化に向けた対応を行い

ました。 

文部科学省等からの補助金については、私立大学等経常費補助金の私立大学等改革総合支援事業

において、タイプ 3「地域社会への貢献」、タイプ 4「社会実装の推進」の 2つのタイプで採択され

ました。 

研究活動に関わる外部資金の獲得については、JST（科学技術振興機構）や NEDO(新エネルギー・

産業技術総合開発機構)の競争的資金を継続して受け入れたほか、国際研究プロジェクトの参加に

よる研究費を受け入れました。その他、展示会出展や国や自治体関連機関等が主催する大学の研究

シーズと企業ニーズとのマッチングの機会となるイベントに積極的に参加し、企業からの受託・共

同研究の受け入れや技術移転等を促進しました。 

イ 募金事業の強化

創立 100周年記念募金専用サイトを立ち上げ、「みなとみらいキャンパス開設整備募金」、「グロー

バル教育・研究推進募金」、「スポーツアスリート育成募金」について、それぞれの募金使途を可視

化するとともに、既存の募金案内ページも更新を行いました。また、寄付金収入拡大に関する方策

の検討及び課題の精査を進めました。 

ウ 事業会社の活用

2019年度は、（株）KU パートナーズに、横浜キャンパスの警備業務、学生寮管理業務、就職支援

部サポート業務、中山キャンパス設備管理業務等及びみなとみらいキャンパスの施設総合管理業務

を順次委託しました。また、これまで委託した業務のうち、ICT サポート業務等は会社内での内製

化を進めています。今後も事業会社を活用し、法人全体の業務の効率化を図ります。 

(２)魅力あるキャンパスの構築

ア みなとみらいキャンパス計画の推進

2019 年 4月から本格的な工事に着手し、2020年 2月に建物の上棟を迎えました。上棟後は、今

秋の竣工に向け、外装、内装工事を進めています。開設に向けては、大学内の検討体制を強化し、

副学長、学部長を中心としたみなとみらいキャンパス開設準備委員会を発足し、様々な課題への対

注）各項目に付した記号については 19ページを参照 
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応を進めています。また、ソーシャルコモンズ機能の具体的な検討を進めるとともに、学生食堂運

営事業者をはじめ建物管理、図書館、駐車場・駐輪場、IT系配線等の各種運用、インフラ関連の協

力業者を順次決定し、2021年 4月のキャンパス開設に向けて着実に準備を進めています。 

イ キャンパス新総合計画の推進

キャンパス新総合計画では、みなとみらいキャンパス計画を含むキャンパス新総合計画、教育組

織の新機軸の検討等に伴う施設整備の全体計画をキャンパス新総合計画グランドデザインとして

策定するため、キャンパス新総合計画グランドデザイン中間報告の中で、体育・スポーツ施設につ

いては、中山キャンパス及びその周辺で整備することを決定し、各種方針の制定や具体策について

の検討を進めました。 

2023年 4月に向けた理学部移転に伴う横浜キャンパスの整備については、その第一段階として、

2019年度に法学部の 24号館への移転が完了しました。2020年度からは 17号館、20号館、23号館

への理学部施設の詳細な配置計画の検討を進めます。 

図書館の改修は、基本計画内容の見直し及び工事時期の見直しにより着工を 1 年延期し、2022

年 4月開業に向けた基本計画の検討を進めました。 

体育・スポーツ施設については、2020年 3月に中山キャンパスグラウンドの整備が完了し、2020

年度はグラウンド内の用具庫・シェルター等の第 2期工事の計画を推進します。また、アリーナや

50ｍプールの設置について検討を進めました。今後はレスリング部施設の受け入れのために、2020

年度に既存施設の移転改修を実施します。 

また、2019年 7月に新国際学生寮の栗田谷アカデメイアが竣工し、9月から留学生の受け入れが

開始されました。 

（３）将来構想を実現する組織及び人事制度の強化

ア 大学教員組織・人事制度

中期計画において、新たな教育組織の構想や各学部の改革・改組等に対応した教員組織の再編・

改革に取り組み、全学的な教育・研究上の課題に対応する教育職員の雇用にふさわしい任用制度や、

これらの教育職員が所属する全学組織等について検討し、具体的な提案とすることを定めました。 

教育組織に対応した教員組織の検討と、その実現のための規程整備を進めていきます。 

イ 附属学校教員組織・人事制度

2020年度から教員の働き方改革として、運営組織と委員会等の見直しと併せて、教頭の配置、部

活動指導員制度の導入について決定しました。また、同時に業務の改善と整理を行い、新たな労働

制度の導入に向けて準備を進めました。教育の質の向上に向けて、ICT、グローバル、STEAM等の先

進的教育を推進するための検討を進めていきます。 

ウ 事務職員組織・人事制度

教職協働や働き方改革等を推進しつつ、業務の平準化とワーク・ライフ・バランスを実現する事

務組織について、事務組織改編プロジェクトにおいて示された方針に基づき、今後も検討を重ね、

実現を目指します。 

また、国際化やダイバーシティ等の推進を支える職員の育成に向け、昨年度に引き続き、ヨーロッ

パにある本学協定校との大学間の交流促進のための Erasmus+プログラムを利用した職員海外研修
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を実施し、計 3名の派遣を行いました。 

（４）情報環境の整備

〔予算 ：8億 8,560万円、 執行 3億 5,029万円〕 

みなとみらいキャンパスの情報環境整備のための基本方針及びキャンパス新総合計画に基づき、

有線・無線 LAN等の情報環境整備を行いました。今後は、学内全体のインターネット回線の大幅な

増速を行います。コンピュータ演習室のシステムについては、基盤部分の更新を行い、引き続き、

2021年度に PC必携となる情報環境に対応できるように調整を行います。 

（５）戦略的広報活動の推進

〔予算 1億 9,696万円、 執行 1億 1,525万円〕 

広く社会に活動を伝えるため、国連大学学長を本学に招き、「国際日本学部」開設記念講演会を

実施しました。また、東日本大震災の復興支援に関するフォーラムの開催を予定していましたが、

新型コロナウイルスの影響により中止となりました。 

募集広報活動としては、2020 年度の国際日本学部の開設及び外国語学部の新プログラム設置、

2021年度のみなとみらいキャンパス開設を柱にして広報活動を展開しました。また、SNSや WEBの

セグメント設定を活用した動画配信等、給費生試験告知までに焦点を合わせ、他大学より早い仕掛

けを意識しました。志願者数については、給費生試験では 10,713 名（昨年比+1,093 名、113％）、

志願者総数も 39,326名（+4,098名、116％）となり、国際日本学部についても初年度 4,882名の志

願者を獲得することができました。 

また、学生募集のイベントとしては、オープンキャンパスを開催し、横浜キャンパス（3日間）

で 18,069 名、湘南ひらつかキャンパス（3 日間）で 2,682 名、神奈川大学フェア（8 会場）で 86

名（生徒のみ）の参加者が訪れました。3 月に予定していた春のオープンキャンパス（横浜キャン

パス、1日間）については、新型コロナウイルスの影響により中止となりました。 

 附属学校広報については、安定的な志願者獲得に向けて、学校紹介パンフレットを作成し、「個

を大切にし、自主独立の精神をはぐくむ教育理念」の周知に努める広報活動を行いました。 

（６）スポーツ戦略の強化

〔予算 2億 8,262万円、 執行 2億 7,369万円〕 

練習環境の整備（体育・スポーツ施設の整備事業）として、中山キャンパス内に 400ｍ陸上トラッ

ク及びフィールド内に公益財団法人日本サッカー協会公認の人工芝サッカーグラウンドを整備し

ました。 

スポーツ広報戦略の一環として、「第 96 回東京箱根間往復大学駅伝競走」に向けた応援活動を

12 月より開始し、SNS を活用して「TEAM JINDAI」の一体感を醸成する情報発信を積極的に実施し

た結果、大会期間中の本学公式 HP（ジンダイエキデンサイト）、Twitter、Facebook、Instagram

の累計アクセス数が約 81万件に達しました。 

また、陸上競技部を中心とした重点強化部の指導者を対象とする「指導者研修会」及び重点強化

部の学生を対象とする「チームビルディング研修会」を実施し、チームの横断的指導や活性化を図

り、学生間における「TEAM JINDAI」としての結束力を高めることに努めました。 
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（７）社会、地域及び校友との連携 〔予算 2億 6,891万円、 執行 2億 140万円〕 

ア 社会連携センターの開設と推進

社会連携センターの開設を 2020年 10月に定め、具体的な組織の在り方や重点施策、体制につい

て検討を開始しました。みなとみらいキャンパスの事業に加え、既存キャンパスでの連携事業がよ

り活性化するよう計画を進めます。 

イ 地元自治体・企業等との連携

2019年度は、地元神奈川県・横浜市・平塚市をはじめ県内自治体との連携及び協定等により以下

の取り組みを実施しました。 

神奈川県とは、昨年度締結した連携と協力に関する協定に基づき、新規事業として県庁の国重要

指定文化財指定の答申に係るイベントに課外活動団体を派遣し、神奈川県主催共生社会実現フォー

ラムに工学部の研究室が出展する等、各種連携を行いました。

横浜市とは、包括連携協定を締結し、人的資源の相互交流や知の拠点空間や対話の場の共有、そ

れぞれが持つ知見、ノウハウの相互利用や、市、大学、企業とのネットワーク、ハブ機能の活用に

ついて確認するとともに、共同研究等の充実や教育全般に係る支援・協力を積極的に行うことにつ

いても確認しました。 

神奈川区とは、年度内に実施のあった選挙において学内に期日前投票所を設けるとともに、選挙

の運営者として学生が従事し、選挙啓発と同時に政治に対する意識向上を図りました。また市民向

けに地域への関心や愛着を深めるイベントとして、大学内のキャンパスツアーを計画し、ツアーや

学生食堂での昼食を通じて住民と学生との交流を促進しました。 

平塚市とは、「平塚市・神奈川大学交流事業推進協議会」において策定された実施計画をもとに、

各種講演会・研修会への講師等の相互派遣、市内小学校在学児童を対象とした「一日大学生」等の

学習イベントをはじめ、各種事業を実施しました。また、大磯町・二宮町とも包括協定の下で、各

種事業を実施しました。 

地域企業との連携において、城南信用金庫と産学連携協定を締結し、関連する地域創生イベント

である「よい仕事おこしフェア」に出展しました。また、神奈川県民共済と連携した事業の実施や、

平塚信用金庫と連携した寄付講座や研修会等への相互の講師派遣のほか、「湘南ひらつか七夕まつ

り」における本学学生との連携を実施しました。 

ウ 生涯学習の推進

横浜専門学校開校以来の伝統と実績を引き継ぎ、社会・地域貢献活動として大学の知を社会に提

供し、生涯学習を推進しました。 

開講場所 開講数 受講者数 

みなとみらいエクステンションセンター 269講座 4,251名 

横浜キャンパス 12講座 503名 

合 計 281講座 4,754名 

※新型コロナウイルスの影響により、34 講座（189 名）を中止、5 講座（76 名）を閉講（未開講）。
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エ 高校生等向けイベントの実施

1998年創設の「神奈川大学全国高校生俳句大賞」、2002年創設「神奈川大学全国理科・科学論

文大賞」を引き続き実施したほか、高校生向け公開講座を開講しました。 

〇全国高校生俳句大賞 応募：216校、10,641通 

〇全国高校生理科・科学論文大賞 応募：66校、135編 

新型コロナウイルスの影響により授賞式は中止となりましたが、両賞とも受賞作品は『17 音の

青春』『未来の科学者との対話』として出版しました。 

オ 校友との連携

卒業生や在学生等との連携強化と帰属意識醸成に寄与するホームカミングデーが台風の影響に

より中止となりましたが、卒業生団体である宮陵会の企画「弁護士、公認会計士・税理士、社会保

険労務士による無料相談会」を開催し、新たな卒業生支援策の実現に繋げました。その他、各種機

会を通じて後援会、フロンティアクラブ、シルバー21、職員 OB会の団体を含め、多くの卒業生等

のステークホルダーとの連携強化を図るとともに、卒業後 2年目を迎える卒業生を対象とした調査

を継続し、卒業生情報の精度向上に努めました。 

カ 高大連携の強化

今後の 18歳人口の減少を見据え、本学の強みを活かし、更なる高大接続の充実を図るため、高

校の系列化等を含めた連携の検討を進めました。高校との連携等の検討については 2020年度も引

き続き検討を進めます。 

各項目に付した記号については、国際連合により定められた持続可能な開発目標
（SDGs）の 17のゴールとなります。 
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

法律 1,671 1,671 1,707 1,708 1,701

自治行政 904 897 899 881 843

計 2,575 2,568 2,606 2,589 2,544

経済 3,176 3,179 3,187 3,235 3,121

現代ビジネス 1,524 1,517 1,532 1,538 1,484

計 4,700 4,696 4,719 4,773 4,605

経営 国際経営 2,116 2,117 2,146 2,228 2,147

英語英文 838 830 849 851 835

スペイン語 383 372 377 379 375

中国語 258 264 269 269 244

国際文化交流 465 463 461 467 441

計 1,944 1,929 1,956 1,966 1,895

人間科 人間科 1,254 1,242 1,242 1,258 1,230

数理・物理 252 260 262 248 241

情報科 393 387 395 396 387

化 455 422 426 410 402

生物科 459 455 431 404 389

総合理学プログラム 140 126 115 123 101

計 1,699 1,650 1,629 1,581 1,520

機械工 718 691 654 698 665

電気電子情報工 715 685 682 680 614

物質生命化 676 662 610 622 574

情報システム創成 451 439 427 429 424

経営工 349 361 359 367 357

建築 645 641 641 606 587

総合工学プログラム 245 248 254 181 177

計 3,799 3,727 3,627 3,583 3,398

18,087 17,929 17,925 17,978 17,339

経済

貿易 1

計 1

1

18,088 17,929 17,925 17,978 17,339

*第二部は2006年度より募集停止

経済

外国語

第二経済

第 二 部 計

大 学 合 計

第
二
部
*

理

学部・学科／研究科・専攻

第
一
部

工

第 一 部 合 計

法

Ⅳ．基礎データ 

１．在籍者数推移

（2019年 5月 1日現在） 

（単位：名）
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

法学 法律学 11 7 12 11 10

経済学 経済学 15 10 9 10 5

経営学 国際経営 18 12 6 12 15

欧米言語文化 8 9 8 7 6

中国言語文化 8 5 9 14 13

計 16 14 17 21 19

人間科学 人間科学 23 16 15 16 19

理学 - 40 73 65 47

情報科学 15 7 0 - -

化学 42 19 0 - -

生物科学 18 8 1 - -

計 75 74 74 65 47

工学 - - - - 70

機械工学 42 47 35 32 17

電気電子情報工学 20 17 35 36 12

応用化学 39 37 54 54 25

経営工学 14 16 19 17 7

建築学 43 34 46 52 48

計 158 151 189 191 179

歴史民俗資料学 歴史民俗資料学 34 31 27 29 40

350 315 349 355 334

法学 法律学 3 4 2 2 1

経済学 経済学 3 1 1 1 1

経営学 国際経営 4 2 0 1 1

欧米言語文化 5 4 3 5 3

中国言語文化 4 5 7 7 9

計 9 9 10 12 12

人間科学 人間科学 6 5 3 2 3

理学 - 5 9 12 14

情報科学 1 1 - - -

化学 8 5 3 2 -

生物科学 5 4 1 - -

計 14 15 13 14 14

工学 - - - - 5

機械工学 - 1 1 4 3

電気電子情報工学 1 1 2 1 1

応用化学 6 7 8 10 9

経営工学 - - 1 1 1

建築学 4 7 6 7 6

計 11 16 18 23 25

歴史民俗資料学 歴史民俗資料学 29 32 37 39 42

79 84 84 94 99

429 399 433 449 433
専

門

職

大

学

院

法務※※※ 法務 21 12 9 4 -

21 12 9 4 -

附属中学校 656 673 625 665 655

附属高等学校 638 640 666 637 650

1,294 1,313 1,291 1,302 1,305

19,832 19,653 19,658 19,733 19,077

※2016年度に情報科学専攻、化学専攻、生物科学専攻を理学専攻に改編

※※工学研究科は、2019年度より工学専攻（7領域）及び建築学専攻の２専攻に改組

※※※2016年度より募集停止

学部・学科／研究科・専攻

博 士 前 期 課 程 計

総 計

博 士 後 期 課 程 計

大 学 院 合 計

専 門 職 大 学 院 合 計

附
属

附 属 学 校 合 計

大
学
院
博
士
前
期
課
程

外国語学

理学※

附属

大
学
院
博
士
後
期
課
程

外国語学

理学※

工学※※

工学※※

     （単位：名） 
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学校名 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

大学合計 1.07 1.06 1.06 1.06 1.02

大学院（博士前期） 0.50 0.44 0.48 0.49 0.49

大学院（博士後期） 0.43 0.47 0.49 0.57 0.66

大学院合計 0.48 0.45 0.48 0.51 0.52

附属中学校 1.09 1.12 1.11 1.06 1.09

附属高等学校 1.06 1.07 1.04 1.11 1.08

附属学校合計 1.08 1.09 1.08 1.09 1.09

※収容定員は学年進行形、現員は留年者・休学者数を含む値で算出

２．収容定員充足率推移 

 

 

 

 

 

３．志願者数推移 

【大学】                                           （単位：名） 
 

学部 学科（専攻）
募集

人数
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

法律 400 2,402 2,711 3,085 2,894 3,253

自治行政 200 964 1,169 1,166 1,355 1,379

計 600 3,366 3,880 4,251 4,249 4,632

経済（現代経済）※ 580 5,199 5,608 5,703 5,729 4,803

経済（経済分析）※ 70 - - 344 757 796

現代ビジネス 300 1,913 2,619 2,516 2,469 2,591

計 950 7,112 8,227 8,563 8,955 8,190

経営 国際経営 530 2,638 2,896 3,859 3,989 4,615

英語英文（IES）※※ 160 1,641 1,535 1,821 1,879 1,412

英語英文（GEC）※※ 40 - - - - 187

スペイン語 90 390 468 576 556 676

中国語 60 222 239 286 291 354

国際文化交流※※※ - 972 977 1,105 1,203 -

計 350 3,225 3,219 3,788 3,929 2,629

国際文化交流 170 - - - - 2,485

日本文化 60 - - - - 1,244

歴史民俗 70 - - - - 1,153

計 300 - - - - 4,882

人間科 人間科 300 2,745 2,619 2,942 3,050 2,801

数理・物理 60 781 789 841 853 959

情報科 90 753 730 860 930 1,014

化 100 945 767 795 760 891

生物科 100 886 807 852 742 695

総合理学プログラム 50 397 330 291 340 373

計 400 3,762 3,423 3,639 3,625 3,932

機械工 150 1,484 1,497 1,455 1,636 1,511

電気電子情報工 150 1,144 991 1,195 1,083 1,250

物質生命化 150 794 657 713 712 818

情報システム創成 90 743 731 858 1,054 1,048

経営工 80 490 481 500 570 732

建築 140 1,488 1,463 1,640 1,625 1,573

総合工学プログラム 90 414 392 453 751 713

計 850 6,557 6,212 6,814 7,431 7,645

4,280 29,405 30,476 33,856 35,228 39,326

＊募集人数は2020年度の人数を記載

※2018年度より専攻新設

※※2020年度よりプログラム新設

※※※2020年度より国際日本学部を設置し、外国語学部国際文化交流学科を募集停止

工

合　　計

法

経済

外国語

理

国際日本※※※
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研究科 専攻（領域）
募集

人数
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

法学 法律学 20 5 12 4 7 6

経済学 経済学 30 6 8 8 8 15

経営学 国際経営 10 4 16 14 23 16

欧米言語文化 10 5 4 4 2 10

中国言語文化 5 3 9 10 8 9

計 15 8 13 14 10 19

臨床心理学研究領域 51 49 27 27 30

人間科学研究領域 1 2 8 14 4

計 12 52 51 35 41 34

理学（数学） 4 2 3 1 1

理学（物理学） 8 4 5 1 3

理学（情報科学） 3 3 4 4 2

理学（化学） 26 28 24 11 22

理学（生物科学） 12 6 8 6 5

計 59 53 43 44 23 33

工学（機械工学） 26 17 23 27 22

工学（電気電子情報工学） 11 27 16 11 10

工学（応用化学） 24 37 27 22 30

工学（情報システム創成） - - - 13 9

工学（経営工学） 11 14 7 5 9

工学（応用物理学） - - - 1 0

工学（生命機能工学） - - - 0 1

建築学 30 21 28 27 25 35

計 150 93 123 100 104 116

歴史民俗

資料学
歴史民俗資料学※※※ 20 14 17 18 26 24

316 235 283 237 242 263

＊募集人数は2020年度の人数を記載

※理学研究科は、2018年度より夏季入学試験（10月入学）を開始（当該入学試験志願者は実施年度の志願数に含む）

※※工学研究科は、2019年度より工学専攻（7領域）及び建築学専攻の２専攻に改組

※※※9月入学者を対象とした推薦入学試験志願者を含む

12

工学※※

合　　計

外国語学

人間科学

理学※
59

120

 
【大学院－博士前期】  （単位：名） 
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研究科 専攻（領域）
募集

人数
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

法学 法律学 3 1 0 0 0 0

経済学 経済学 4 0 0 1 1 0

経営学 国際経営 3 0 0 1 2 0

欧米言語文化 3 0 1 3 0 1

中国言語文化 2 3 2 2 4 0

計 5 3 3 5 4 1

臨床心理学研究領域 0 1 0 4 1

人間科学研究領域 4 1 0 0 2

計 4 4 2 0 4 3

理学（数学） 0 0 0 0 0

理学（物理学） 2 1 0 0 0

理学（情報科学） 1 1 1 0 0

理学（化学） 2 3 0 2 3

理学（生物科学） 0 0 2 2 1

計 3 5 5 3 4 4

工学（機械工学） 1 0 3 0 0

工学（電気電子情報工学） 0 1 0 1 0

工学（応用化学） 2 4 5 3 3

工学（情報システム創成） - - - 1 1

工学（経営工学） 0 1 0 1 1

工学（生命機能工学） - - - 0 0

建築学 3 3 0 2 3 2

計 14 6 6 10 9 7

歴史民俗

資料学
歴史民俗資料学※※※ 3 5 9 11 9 12

39 24 25 31 33 27

＊募集人数は2020年度の人数を記載

※※工学研究科は、2019年度より工学専攻（7領域）及び建築学専攻の2専攻に改組

（応用物理学領域は博士後期課程の募集なし）

※※※9月入学者を対象とした推薦入学試験志願者を含む

工学※※

合　　計

外国語学

人間科学
4

理学※
3

11

種別 区分 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

大学・大学院 469 471 483 474 462

附属学校 65 69 66 62 66

534 540 549 536 528

大学・大学院 1,057 1,047 1,037 1,031 1,015

附属学校 21 21 20 23 21

1,078 1,068 1,057 1,054 1,036

大学 360 364 367 356 360

附属学校 10 9 9 8 8

370 373 376 364 368事務職員計

専任教員

非常勤講師

事務職員

専任教員計

非常勤講師計

 
【大学院－博士後期】                                    （単位：名） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【附属学校】                             （単位：名） 
 
 
 
 
 

４．教職員数推移                      （2019年 5月 1日現在） 

                                            （単位：名） 
 
 
 
 
 
 
 
 

募集人数 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

200 2,087 2,146 1,898 2,028 1,728

学校名

附属中学校
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５．2019年度学費 

【大学】 
 (2016 年度以降入学者)                       （単位：円） 

学部 1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 

法学部 

1,180,000  950,000  970,000  990,000  

経済学部 

経営学部 

外国語学部 

人間科学部 

理学部 
1,530,000  1,300,000  1,320,000  1,340,000  

工学部 

＊1 年次の金額には、入学金（250,000 円）を含む。 

 
 (2015 年度以前入学者)                       （単位：円） 

学部 1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 

法学部 

1,190,000  910,000  930,000  950,000  

経済学部 

経営学部 

外国語学部 

人間科学部 

理学部 
1,520,000  1,240,000  1,260,000  1,280,000  

工学部 

＊1 年次の金額には、入学金（300,000 円）を含む。 

 
 
【大学院－博士前期】               （単位：円） 

課程 研究科名 1 年次 2 年次 

博士前期 

法学研究科 

935,000 

(730,000) 

685,000 

(605,000) 

経済学研究科 

経営学研究科 

外国語学研究科 

歴史民俗資料学研究科 

人間科学研究科 

理学研究科 1,295,000 

(1,055,000) 

1,045,000 

(930,000) 工学研究科 

＊1 年次の金額には、入学金〔250,000 円（本学出身者は 125,000 円）〕を含む。 

＊本学出身者の納付金額は（ ）内。 

 

 

 

 

 

49



【大学院－博士後期】                    （単位：円） 

課程 研究科名 1 年次 2 年次 3 年次 

博士後期 

法学研究科 

935,000 

(605,000) 

685,000 

(605,000) 

685,000 

(605,000) 

経済学研究科 

経営学研究科 

外国語学研究科 

歴史民俗資料学研究科 

人間科学研究科 

理学研究科 1,295,000 

(930,000) 

1,045,000 

(930,000) 

1,045,000 

(930,000) 工学研究科 

＊1 年次の金額には、入学金〔250,000 円（本学出身者はゼロ）〕を含む。 

＊本学出身者の納付金額は（ ）内。 

 
 
【附属学校】 
 (2016 年度以降入学者)                （単位：円） 

附属学校 1 年次 2 年次 3 年次 

附属中学校 970,000  740,000  740,000  

附属高等学校 790,000  790,000  790,000  

＊附属中学校 1 年次の金額には、入学金〔230,000 円〕を含む。 

 
 (2015 年度以前入学者)                （単位：円） 

附属学校 1 年次 2 年次 3 年次 

附属中学校 930,000  700,000  700,000  

附属高等学校 750,000  750,000  750,000  

＊附属中学校 1 年次の金額には、入学金〔230,000 円〕を含む。 
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６．学部卒業生数  
                            （単位：名） 
                    
 

法律 24 353

自治行政 12 185

計 36 538

経済 38 603

現代ビジネス 6 317

計 44 920

経営 国際経営 17 449

英語英文 8 188

スペイン語 7 75

中国語 2 49

国際文化交流 2 100

計 19 412

人間科 人間科 6 291

数理・物理 6 46

情報科 3 77

化 2 76

生物科 4 82

計 15 281

機械工 1 126

電気電子情報工学科 1 131

物質生命化 1 147

情報システム創成 2 101

経営工学 0 80

建築 4 133

計 9 718

146 3,609

学部 学科 2019年9月卒業 2020年3月卒業

総合計

工

法

経済

外国語

理
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博士前期
課程

博士後期
課程

博士前期
課程

博士後期
課程

法学 法律学 - - 2 -

経済学 経済学 - - 3 -

経営学 国際経営 - - 7 -

欧米言語文化 - - 4 -

中国言語文化 - - 4 -

計 - - 8 -

人間科学 人間科学 - - 7 -

理学 理学 - - 29 4

機械工学 - - 16 1

電気電子情報工学 - - 10 1

応用化学 - - 21 3

経営工学 - - 6 -

建築学 - 1 23 -

計 - 1 76 5

歴史民俗資料学 歴史民俗資料学 1 3 14 6

1 4 146 15

2019年9月修了 2020年3月修了

大学院合計

外国語学

工学

研 究 科 専　　攻

７．大学院修了者数 

（単位：名）

８.附属学校卒業生数

（単位：名）

９.卒業生・修了者総数 （2020年 3月 31日現在）

（単位：名）

区分 卒業生数

学部 204,261

大学院 5,564

専門学校 12,226

短期大学部・専攻科 10,760

附属学校 13,630

合計 246,441

※大学院修了者数には、学位論文審査内規適用修了者数を含む。

区分 2020年3月卒業

附属中学校 216

附属高等学校 218

附属学校合計 434
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１０．就職状況        （2020年 5月 1日現在） 

（１）学部別就職状況（2019年度卒業生） 

 卒業生数 就職希望者数 就職者数 進学者数 就職率 

法学部 574 507 487 8 96.1% 

経済学部 964 879 859 5 97.7% 

経営学部 466 416 407 7 97.8% 

外国語学部 431 374 361 10 96.5% 

人間科学部 297 260 255 11 98.1% 

理学部 296 240 232 35 96.7% 

工学部 727 603 589 97 97.7% 

合計 3,755 3,279 3,190 173 97.3% 

＊就職者数は就職、自家・自営、現業継続の合計数。 

＊進学者数は大学院、大学、留学の合計数（科目履修等は含まず）。 

＊就職率は就職希望者に占める就職者の割合（文部科学省の通知に基づく就職率）。 

 

（２）学部別業種別就職者数（2019年度卒業生） 

（単位：名） 

業種別 法学部 経済学部 経営学部 外国語学部 人間科学部 理学部 工学部 総合計 

農業・林業・漁業・鉱業 0 3 0 0 1 0 0 4 

建設業 24 42 12 5 8 3 111 205 

製造業 27 57 39 16 18 38 130 325 

卸・小売り 108 188 109 90 49 39 51 634 

金融・保険業 44 90 24 20 15 4 3 200 

不動産業 25 47 16 20 6 1 16 131 

運輸業 15 50 24 41 11 6 12 159 

電気・ガス・熱供給業 2 3 1 0 3 0 1 10 

情報通信・サービス 167 336 166 147 116 124 248 1,304 

公務員 70 38 14 11 19 7 14 173 

教員 5 5 2 11 9 10 3 45 

合計 487 859 407 361 255 232 589 3,190 
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（３）主な就職先（2019年度卒業生） 

 

 

就職先 人数 就職先 人数 

警視庁 18 株式会社東計電算 

3 

神奈川県警察本部 

17 
ＡＮＡスカイビルサービス株式会社 

日本郵政グループ 
（日本郵政・日本郵便・ゆうちょ銀行・かんぽ生命） 

日本年金機構 

株式会社大林組 

横浜市役所 11 株式会社竹中工務店 

特別区人事委員会 

9 
株式会社東急コミュニティー 

スズキ株式会社 鎌倉市役所 

2 

さがみ農業協同組合（JA さがみ） 川崎市役所 

株式会社静岡銀行 

8 
株式会社北海道銀行 

株式会社大塚商会 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

富士ソフト株式会社 日本航空株式会社 

第一生命保険株式会社 

7 
京浜急行電鉄株式会社 

株式会社ＤＴＳ 東海旅客鉄道株式会社（ＪＲ東海） 

大和ハウス工業株式会社 東急株式会社 

東京国税局 

6 

アマノ株式会社 

神奈川県庁 日本発条株式会社（ニッパツ） 

城南信用金庫 矢崎総業株式会社 

横浜信用金庫 東京ガス株式会社 

ＡＮＡエアポートサービス株式会社 株式会社クレスコ 

株式会社ＪＡＬスカイ 税理士法人山田＆パートナーズ 

株式会社エイチ・アイ・エス 星野リゾートグループ 

株式会社関電工 神奈川トヨタ自動車株式会社 

横浜市消防局 

5 

鹿島建設株式会社 

東日本旅客鉄道株式会社（ＪＲ東日本） 大成建設株式会社 

株式会社京三製作所 三菱地所コミュニティ株式会社 

リコージャパン株式会社 国土交通省 

1 

株式会社ハイマックス 総務省 

株式会社マイナビ 厚生労働省 千葉労働局 

株式会社ユナイテッドアローズ 防衛省 海上自衛隊 

積水ハウス株式会社 防衛省 航空自衛隊 

平塚市役所 

4 

海上保安庁 

東京消防庁 東京都庁 

神奈川県教育委員会 株式会社みずほフィナンシャルグループ 

株式会社第四北越フィナンシャルグループ ＡＮＡウイングス株式会社 

株式会社山梨中央銀行 ＡＮＡ成田エアポートサービス株式会社 

株式会社横浜銀行 株式会社 ZIPAIR Tokyo 

湘南信用金庫 株式会社大韓航空 

富士通株式会社 相模鉄道株式会社 

富士ゼロックス東京株式会社 東京モノレール株式会社 

株式会社ＨＢＡ 鈴与株式会社 

楽天株式会社 株式会社日立物流 

独立行政法人労働者健康安全機構 京セラ株式会社 

羽田空港サービス株式会社 株式会社資生堂 

株式会社ベネッセスタイルケア 株式会社ＳＵＢＡＲＵ 

横浜農業協同組合（ＪＡ横浜） 高梨乳業株式会社 

株式会社一条工務店 タカラスタンダード株式会社 

横浜市教育委員会 

3 

日本電産株式会社 

全日本空輸株式会社 ボッシュ株式会社 

神奈川中央交通株式会社 マツダ株式会社 

日本通運株式会社 ヨネックス株式会社 

中央労働金庫 デル株式会社 

平塚信用金庫 日本サムスン株式会社 

岡三証券株式会社 ＳＣＳＫ株式会社 

日本生命保険相互会社 Ｓｋｙ株式会社 

明治安田生命保険相互会社 アクセンチュア株式会社 

アイリスオーヤマ株式会社 独立行政法人国立印刷局 

山崎製パン株式会社 株式会社日本総合研究所 

株式会社インターネットイニシアティブ 株式会社リクルート 

インターネットウェア株式会社 清水建設株式会社 

ソフトバンク株式会社 森ビル株式会社 
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〒221-8686 神奈川県横浜市神奈川区六角橋3-27-1 

TEL 045-481-5661（代表） 

 




